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第１０３期  

貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書 富山県南砺市苗島4610  番地 

2024 年６月 20 日  川田工業株式会社 

  代表取締役社長 川田 忠裕 

 

貸 借 対 照 表 
( 2024年 3月31日現在 ) 

      

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科     目 金     額 科     目 金     額 

流  動  資  産 48,216 流  動  負  債 41,976 

現 金 預 金 3,564 支 払 手 形 2,542 

受 取 手 形 5,707 工 事 未 払 金 12,285 

完 成 工 事 未 収 入 金 36,464 短 期 借 入 金 10,500 

売 掛 金 2 一年内返済予定の長期借入金 3,620 

未 成 工 事 支 出 金 105 一 年 内 返 済 予 定 の 社 債 960 

材 料 貯 蔵 品 64 リ ー ス 債 務 35 

前 払 費 用 205 未 払 金 2,927 

そ の 他 2,103 未 払 法 人 税 等 2,069 

貸 倒 引 当 金 △2 未 成 工 事 受 入 金 3,441 

  預 り 金 932 

固  定  資  産 30,924 賞 与 引 当 金 1,249 

有 形 固 定 資 産 19,878 完 成 工 事 補 償 引 当 金 53 

建 物 3,544 工 事 損 失 引 当 金 1,212 

構 築 物 744 そ の 他 147 

機 械 装 置 2,083   

車 両 運 搬 具 12   

工 具 器 具 ・ 備 品 282 固  定  負  債 12,615 

土 地 12,878 社 債 2,250 

リ ー ス 資 産 82 長 期 借 入 金 7,597 

建 設 仮 勘 定 250 リ ー ス 債 務 56 

  再評価に係る繰延税金負債 1,458 

無 形 固 定 資 産 180 退 職 給 付 引 当 金 862 

借 地 権 22 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 254 

ソ フ ト ウ エ ア 158 資 産 除 去 債 務 82 

そ の 他 0 そ の 他 52 

    

投 資 そ の 他 の 資 産 10,864 負 債 の 部 合 計 54,592 

投 資 有 価 証 券 2,697 純 資 産 の 部 

関 係 会 社 株 式 6,242 株  主  資  本 22,080 

投 資 不 動 産 4 資   本   金 9,601 

長 期 前 払 費 用 33 資  本  剰  余  金 2,929 

繰 延 税 金 資 産 1,605 資 本 準 備 金 2,400 

そ の 他 292 そ の 他 資 本 剰 余 金 528 

貸 倒 引 当 金 △11 利  益  剰  余  金 9,550 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 9,550 

    

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,468 

  その他有価証券評価差額金 1,505 

  土 地 再 評 価 差 額 金 963 

  純 資 産 の 部 合 計 24,549 

資 産 の 部 合 計 79,141 負債・純資産の部合計 79,141 

 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

( 自 2023年 4月１日 
至 2024年 3月31日 ) 

 

（単位：百万円） 

科         目 金         額 

   

売 上 高  79,305 

売 上 原 価  69,943 

売 上 総 利 益  9,361 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,999 

営 業 利 益  4,361 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 ・ 配 当 金 677  

資 産 賃 貸 収 入 92  

そ の 他 40 810 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 237  

社 債 利 息 12  

資 産 賃 貸 費 用 278  

そ の 他 82 609 

経 常 利 益  4,562 

特 別 損 失   

関 係 会 社 株 式 評 価 損 28  

減 損 損 失 0 28 

税 引 前 当 期 純 利 益  4,533 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,380  

法 人 税 等 調 整 額 △1,137 1,242 

当 期 純 利 益  3,290 
 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

( 自 2023年 4月１日 
至 2024年 3月31日 ) 

（単位：百万円） 
 

 

  株  主  資  本 評価・換算差額等 

純資産合

計 資本金 

資 本 剰 余 金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

そ の 他 

有価証券 

評価差額

金 

土地再評

価差額金 

評価･換算 

差額等合

計 

 

資本 

準備金 

 

その他資

本剰余金 

 

資本剰余

金合計 

その他利益

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 9,601 2,400 528 2,929 7,259 19,789 1,552 963 2,516 22,305 

当期変動額   
 

 
      

剰余金の配当     △1,000 △1,000    △1,000 

当期純利益     3,290 3,290    3,290 

土地再評価差額 
金の取崩額 

   
 

0 0    0 

株主資本以外 

の項目の当期 
変動額（純額） 

   

 

  △47 △0 △47 △47 

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,290 2,290 △47 △0 △47 2,243 

当期末残高 9,601 2,400 528 2,929 9,550 22,080 1,505 963 2,468 24,549 

 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

 子会 社株 式お よび 

関 連 会 社 株 式 

…… 移動平均法による原価法 

 そ の 他 有 価 証 券   

①  市場価格のない 

 株式等以外のもの 

…… 決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

②  市場価格のない 

 株式等 

…… 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準および評価方法 …… 時価法 

(3) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

 未成工事支出金 …… 個別法による原価法 

 製品・半製品 …… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 材料貯蔵品 …… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

 

2. 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については

定額法）を採用しています。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっています。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しています。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっています。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

3. 重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金などの貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

います。 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

(3) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保等の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づいて計上しています。 
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(4) 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しています。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しています。 

 退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっています。 

 ② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しています。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しています。 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員および執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

います。 

 

4. 収益および費用の計上基準 

(1) 当社の主要な事業における主な履行義務の内容 

（橋梁事業） 

 橋梁事業においては、鋼製橋梁の設計・製作・架設据付等の事業を行っています。 

（鉄構事業） 

 鉄構事業においては、建築鉄骨の設計・製作・架設据付等の事業を行っています。 

（建築事業） 

 建築事業においては、一般建築およびシステム建築の設計・工事請負の事業を行っています。 

(2) 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

当社の主要な各事業においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該工事契約におい

ては、当社の義務の履行によって資産が生じること、または、資産の価値が増加することにより

顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期間にわたり充足される履行義務であ

り、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されることから、工事の進捗度に応じて収益を計

上しています。進捗度の測定は、発生原価が工事の進捗度を適切に描写すると考えられるため、

発生原価に基づくインプット法によっています。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込ま

れる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる時まで、一定の期

間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しています。 

取引の対価について、工事契約については契約における支払条件に基づき、おおむね履行義務

の充足に係る進捗度に応じて受領しており、重要な金融要素を含んでいません。 
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5. 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ： 金利スワップ 

 ヘッジ対象 ： 借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

 

6. その他財務諸表作成のための重要な事項 

・関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則および手続 

特定建設工事共同企業体（以下「ＪＶ」という。）に係る工事の会計処理は主としてＪＶ構成員

の出資割合に基づいて決算に取り込む方法によっています。 
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(会計上の見積りに関する注記) 

1. 工事契約における収益認識 

(1) 当事業年度計上額 78,747百万円 

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は長期の工事契約における履行義務は一定期間にわたり充足される履行義務であり、契

約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されることから、工事の進捗度に応じて収益を計上し

ています。進捗度の測定は、発生原価が工事の進捗度を適切に描写すると考えられるため、発

生原価に基づくインプット法（発生原価が工事原価総額に占める割合）によっています。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

工事収益総額および工事原価総額の見積りは、工事の開始段階において実行予算書を作成し、

その後は各決算日において工事の現況や市況の変動に基づき、見直しを行っています。なお、

工事原価総額は主に原材料価格、労務費等について過去の実績等を勘案し合理的に判断して見

積りを実施しています。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

工事契約における工事原価総額は過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、建設工

事は工事期間が長期にわたる中で鉄構事業の主要材料である鋼材や技能労働者不足等に伴う労

務費の上昇など見積り特有の不確実性があります。工事収益総額について、請負契約締結後に

予想を超えて大幅に増加するコストについては発注者と協議を重ね、追加の請負金額を獲得す

る努力を続けていますが、それを請負金額に反映することが困難となった場合、また、設計変

更に対するコストにつきましても、市況の変動の外的要因などにより請負金額に反映すること

が困難となった場合、翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。 

 

2. 工事損失引当金 

(1) 当事業年度計上額 1,212百万円 

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は、手持受注工事のうち事業年度末において工事原価総額が工事収益総額を超過すると

見込まれ、かつ、その損失見込額を合理的に見積ることが出来る工事について、その損失見込

額のうち、すでに計上した損益を控除した残額を工事損失引当金として計上しています。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

工事収益総額および工事原価総額の見積りは、工事の開始段階において実行予算書を作成し、

その後は各決算日において工事の現況や市況の変動に基づき、見直しを行っています。なお、

工事原価総額は主に原材料価格、労務費等について過去の実績等を勘案し合理的に判断して見

積りを実施しています。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

工事原価総額は過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、建設工事は工事期間が長

期にわたる中で鉄構事業の主要材料である鋼材や技能労働者不足等に伴う労務費の上昇など見

積り特有の不確実性があります。工事収益総額について、請負契約締結後に予想を超えて大幅

に増加するコストについては発注者と協議を重ね、追加の請負金額を獲得する努力を続けてい

ますが、それを請負金額に反映することが困難となった場合、また、設計変更に対するコスト

につきましても、市況の変動の外的要因などにより請負金額に反映することが困難となった場

合、翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。 
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3. 繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度計上額 1,605百万円 

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は、繰延税金資産の計上にあたり、当社の将来の収益力を源泉とした課税所得の見積り

に基づいてタックスプランニングを行い、十分に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確

実と考えられる部分に対して評価性引当額を計上しています。 

なお、当社は、グループ通算制度を適用しているため、繰延税金資産の回収可能性の判断に

ついては、グループ通算制度全体の課税所得の見積りにより判断しています。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

当社は、将来の課税所得の見積りについて、中期経営計画の根拠となる当社の計画数値に基

づき、中期経営計画の進捗状況、市況の変動の外的要因等を考慮し算定しています。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

繰延税金資産の回収可能性の評価は合理的であると判断していますが、将来の業績および課

税所得の実績変動により、当初の見積り額が減少した場合は繰延税金資産が減額され税金費用

が計上される可能性があります。 
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(貸借対照表に関する注記) 

1. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物 1,386百万円 

構築物 28百万円 

土地 10,679百万円 

合   計 12,093百万円 

(2) 担保に係る債務の金額  

短期借入金 4,550百万円 

一年以内に返済予定の長期借入金 1,720百万円 

長期借入金 4,083百万円 

合   計 10,353百万円 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 27,250百万円 

3. 保証債務  

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し保証を行っています。 

東邦航空株式会社 273百万円 

合   計 273百万円 

 

4. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 1,552百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 9,153百万円 

 

5. 土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地（投資

その他の資産「投資不動産」を含む）の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しています。 

・再評価の方法 

主に土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に

定める不動産鑑定評価額により算出 

・再評価を行った年月日 

2000年３月31日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

3,423百万円 

 

(損益計算書に関する注記) 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売  上  高 793百万円 

仕  入  高 14,632百万円 

営業取引以外の取引による取引高 901百万円 
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(株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 57,810,709株 

 

2. 自己株式の種類および株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

2 0 2 3年６月 2 2日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 1,000 17.3 2023年３月31日 2023年６月23日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2 0 2 4年６月 2 0日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 2,890 利益剰余金 50.0 2024年３月31日 2024年６月21日 

 

(税効果会計に関する注記) 

繰延税金資産の発生の主な原因は、各種引当金、固定資産減損等であり、評価性引当額を控除して

います。繰延税金負債の発生の主な原因は、土地再評価差額金、その他有価証券評価差額金等であり

ます。 

また、当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税および地方法

人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。 

 

(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、また資金調達については銀行等金

融機関からの借入や私募債の発行等により行っています。 

受取手形および完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク

の低減を図っています。また、投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクは「有

価証券管理規程」に基づき定期的に時価等の把握を行うことにより管理しています。 

借入金の使途は主に事業運転資金および設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リス

クに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しています。なお、デリバティブ

は「デリバティブ管理規程」に従い、実需の範囲で行うこととしています。 

また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、当社では月次に資金繰計画を作成

するなどの方法により管理しています。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。 

   （単位 百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 投資有価証券    

  その他有価証券（*2） 2,697 2,697 ― 

資産計 2,697 2,697 ― 

(2) 長期借入金 7,597 7,541 △56 

(3) 社債 2,250 2,241 △8 

(4) リース債務（長期） 56 54 △2 

負債計 9,904 9,836 △67 

デリバティブ取引（*3） ― ― ― 

（*1） 「現金預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金」、「売掛金」、「その他（短期） 短期

貸付金」、「支払手形」、「工事未払金」、「短期借入金」、「一年内返済予定の長期借入金」、

「一年内返済予定の社債」、並びに「リース債務（短期）」については、時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しています。 

（*2） 市場価格のない株式等は、「(1）投資有価証券 その他有価証券」には含まれていません。当

該金融商品の貸借対照表計上額は以下の通りであります。 

 （単位 百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 182 

（*3） ヘッジ会計が適用されているものについては、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額

または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

     （単位 百万円） 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ 
取引の種類 

主なヘッジ 
対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 
算定方法  

うち 
１年超 

金利スワップ
の特例処理 

金利スワップ取引 
 支払固定 
 受取変動 

長期借入金 30 10 （*）  

（*） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 

（上記「(2) 長期借入金」参照。） 
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しています。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

います。 

 

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 2,697 － － 2,697 

資産計 2,697 － － 2,697 

 

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 7,541 － 7,541 

社債 － 2,241 － 2,241 

リース債務（長期） － 54 － 54 

負債計 － 9,836 － 9,836 

 

(注) 時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式であり、取引所の価格で評価しています。活発な市場で取引されているため、レ

ベル１の時価に分類しています。 

 

長期借入金、社債およびリース債務 

    これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しています。金利等の観察可能なインプットを用いて割

引現在価値法により算定しているため、レベル２の時価に分類しています。 
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(賃貸等不動産に関する注記) 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有しています。 
 

2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

 （単位 百万円） 

貸借対照表計上額 時価 

3,523 3,498 

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で

あります。 

(注2) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）であります。 

 

(収益認識に関する注記) 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

     （単位 百万円） 

 報告事業 
その他 
（注） 

合計 
 橋梁 鉄構 建築 計 

一時点で移転される財 184 44 123 352 23 375 

一定の期間にわたり移転

される財 
34,302 26,913 17,478 78,694 52 78,747 

顧客との契約から生じる

収益 
34,487 26,958 17,601 79,046 76 79,123 

その他の収益 - 30 0 30 152 182 

外部顧客への売上高 34,487 26,988 17,601 79,076 228 79,305 

（注）「その他」の区分は報告事業に含まれない事業であり、不動産売買・賃貸、環境関連製品の販
売・施工に関する事業等を含んでいます。 

 

2. 収益を理解するための基礎となる情報 

  4. 収益および費用の計上基準に記載のとおりであります。 
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3. 当事業年度および翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

(1) 契約資産および契約負債の残高等 

顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債の内訳は、次のとおりであります。な
お、貸借対照表において顧客との契約から生じた債権および契約資産は、「受取手形」、「完成
工事未収入金」および「売掛金」に、契約負債は「未成工事受入金」および「その他」にそれぞ
れ含まれています。 

（単位 百万円） 

 2023年４月１日 2024年３月31日 

顧客との契約から生じた債権 9,695 9,080 

契約資産 33,474 33,076 

契約負債 3,588 3,445 

契約資産は、主に工事契約等において工事の進捗度の測定に基づいて収益を認識していますが、
未請求の部分に係る対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対す
る当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えます。当該工事契
約等における取引の対価は、契約における支払条件に基づき請求し、おおむね履行義務の充足に
係る進捗度に応じて受領しています。 
契約負債は、顧客との契約に基づく履行義務の充足に先行して受領した対価に関するものであ

り、履行義務の充足による収益の認識に伴い取り崩されます。 
当事業年度に認識した収益の額のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた額は、2,510

百万円であります。また、当事業年度において、契約資産が398百万円減少した主な理由は、工
事契約等において工事の進捗度に応じた収益認識による増加（契約資産の増加）および顧客との
契約から生じた債権への振替、顧客からの対価の受領による減少（契約資産の減少）であります。
また、当事業年度において、契約負債が142百万円減少した主な理由は、財またはサービスを顧
客へ移転する前に、顧客から受領した対価（契約負債の増加）と履行義務の充足による収益認識
（契約負債の減少）により生じたものであります。 
過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収益（主

に、取引価格の変動）の額は、2,676百万円であります。 
 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当事業年度末時点で未充足（又は部分的に未充足）の残存履行義務に配分した取引価格の総額
および収益の認識が見込まれる期間は以下のとおりであります 

（単位 百万円） 

 １年以内 
１年超２年以

内 

２年超３年以

内 
３年超 合 計 

橋梁 38,235 10,398 5,996 140 54,771 

鉄構 28,141 4,428 221 - 32,790 

建築 12,029 4,221 1,611 - 17,862 

その他 87 - - - 87 

合 計 78,493 19,048 7,829 140 105,511 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

1. 親会社 

     （単位 百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等 
の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 川田テクノロ 
ジーズ(株) 

被所有 
直 接 
100.0％ 

経営管理等 
役員の兼任 

当社銀行借
入に対する
債務被保証 
(注1) 

2,110 ― ― 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1)  当社の銀行借入に対して債務保証を受けています。 
 

2. 子会社および関連会社等 

     （単位 百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等 
の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 川田建設(株) 直接所有 
100.00％ 

役員の兼任 配当金の受
取 

334 ― ― 

子会社 川田テクノシ 
ステム(株) 

直接所有 
96.42％ 
間接所有 
 3.58％ 

役員の兼任 配当金の受
取 

282 短期借入
金 

2,000 

株式の取得 1,220 ― ― 

子会社 富士前鋼業(株) 直接所有 
55.00％ 
間接所有 
45.00％ 

役員の兼任 鋼材の購入 
(注1) 

12,758 工事未 
払金 

6,377 

子会社 東邦航空(株) 直接所有 
36.68％ 
間接所有 
29.92％ 

役員の兼任 債務保証 
(注2) 

273 ― ― 

取引条件および取引条件の決定方針等 
(注1)  購入価額は、市場価格および一般的な取引条件を勘案の上、両社協議により決定しています。 
(注2)  東邦航空(株)の銀行借入に対して債務保証を行っています。 

 

3. 個人 

重要な取引がないため、記載を省略しています。 
 
(１株当たり情報に関する注記) 

 

 

 

1. １株当たり純資産額 424円65銭 

2. １株当たり当期純利益 56円92銭 


